
製造所固有記号の使用に係る
ルールの改善ル ルの改善
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食品表示基準における製造所固有記号制度について①

第７回加工食品の表示に関する調査会（資料１）７頁より

• 食品衛生法において製造所の所在地及び製造者の氏名等の表示を義務付
けているのは 食中毒等の飲食に起因する衛生上の危害が生じた場合に

１ 製造所の所在地等の表示を義務付けている理由

けているのは、食中毒等の飲食に起因する衛生上の危害が生じた場合に、
都道府県知事等が、その原因となっている食品等の製造所の所在地及び
製造者の氏名を把握し、当該危害の拡大防止を図るためのものである。

副次的な効果として、商品を購入する消費者も、製造所の所在地情報
を得ることができる。

• 製造所等の表示に代えて表示される製造所固有の記号は、データベース
化され、保健所等の行政機関のみが検索可能なシステムとなっている。化され、保健所等の行政機関のみが検索可能なシステムとなっている。

消費者が具体的な製造所を知りたい場合、販売者等に問い合わせる必
要がある要がある。
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２ 固有記号表記が認められている理由

食品表示基準における製造所固有記号制度について②

第７回加工食品の表示に関する調査会（資料１）８頁より
２ 固有記号表記が認められている理由

• 表示可能面積に制約があり、全ての義務表示事項を表示することが困難
な場合（ＪＡＳ法に基づき表示責任者を販売者とした場合など）がある
こと。

• 製造所ごとに後から記号を入れるだけで済むため、製造者が複数の自社
工場で生産する場合や 販売者が複数の製造者に製造委託する場合に工場で生産する場合や、販売者が複数の製造者に製造委託する場合に、
同じ包材を利用することによりコストの削減ができること。

• コーデックス委員会の「包装食品の表示に関するコーデックス一般規格」では、
当該食品の製造者 加工包装業者 流通業者 輸出業者又は販売業者の名称及び

３ 諸外国の製造所の所在地等の表示

当該食品の製造者、加工包装業者、流通業者、輸出業者又は販売業者の名称及び
所在地の表示が義務付けられている。また、生産工場やロットの識別が可能とな
るよう、コード番号等の表示が義務付けられている。

• EUでは、食品情報に責任を有する食品事業者の氏名又は事業名及びその住所の表
示が義務付けられている。また、製造所及び食品のロットの特定が可能となるよ
う、全ての食品に製造ロット番号の表示が義務付けられている。

• 米国では、製造業者、包装業者又は卸売業者の名称及び事業所の所在地の表示が
義務付けられている。
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製造所固有記号制度の見直しの方向性（案）

製造所の所在地等の表示は 食品衛生法に基づく取締りという行政目的のためのものであ製造所の所在地等の表示は 食品衛生法に基づく取締りという行政目的のためのものであ

第７回加工食品の表示に関する調査会
（資料１）９頁より

製造所の所在地等の表示は、食品衛生法に基づく取締りという行政目的のためのものであ
るが、消費者にとっては、製造所を確認できるという利点もある。
製造所の所在地等の表示は、食品衛生法に基づく取締りという行政目的のためのものであ
るが、消費者にとっては、製造所を確認できるという利点もある。

製造所固有記号制度は、表示コストの削減のメリットにより、事業者に幅広く定着してお
り 廃止 た場合は 包材 変更 包材 種類 増加 印刷プ タ 交換及び れら
製造所固有記号制度は、表示コストの削減のメリットにより、事業者に幅広く定着してお
り 廃止 た場合は 包材 変更 包材 種類 増加 印刷プ タ 交換及び れらり、廃止した場合は、包材の変更、包材の種類の増加、印刷プリンターの交換及びこれら
に伴う施設の拡張等が必要となり、製造コスト増の要因となる。
り、廃止した場合は、包材の変更、包材の種類の増加、印刷プリンターの交換及びこれら
に伴う施設の拡張等が必要となり、製造コスト増の要因となる。

なお、コーデックス委員会、ＥＵ及び米国の表示制度では、必ずしも製造所の所在地及び製造者の氏名
義務 デ 等 産

なお、コーデックス委員会、ＥＵ及び米国の表示制度では、必ずしも製造所の所在地及び製造者の氏名
義務 デ 等 産の表示を義務付けていない。また、コーデックス委員会、ＥＵでは、ロット番号等の表示で、生産工場

やロットの識別を可能としており、我が国の製造所固有記号制度と大きな違いはない。
の表示を義務付けていない。また、コーデックス委員会、ＥＵでは、ロット番号等の表示で、生産工場
やロットの識別を可能としており、我が国の製造所固有記号制度と大きな違いはない。

例外的に製造所固有記号による表示を可能とすることで、制度本来の趣旨に
即した見直しを行う

原則として、製造所の所在地及び製造者の氏名等を表示することとし、

【見直しの基本的な考え方】

・包材の共通化という事業者のメリットを維持する観点から、原則、２以上の製造所において同一商品を
製造 販売する場合のみ 固有記号の利用を認める

即した見直しを行う。

製造・販売する場合のみ、固有記号の利用を認める。

・固有記号を利用する事業者には、消費者からの問合せに応答する義務を課す。

・一定の猶予期間を設けて、現在届出がなされている固有記号を全廃して新固有記号制度へと移行し、
①固有記号に有効期限を設け更新制とする ②届出内容の変更 廃止届出を新たに義務付ける①固有記号に有効期限を設け更新制とする、②届出内容の変更・廃止届出を新たに義務付ける｡

・消費者庁に新固有記号データーベースを構築し、消費者からの検索が可能となる一般開放及び事業
者からの電子申請手続について検討する。
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製造所固有記号制度の見直し（案）①

１ 製造所固有記号の利用について

第７回加工食品の表示に関する調査会（資料１）10頁より

製

現状と問題点現状と問題点

• 包材の共通化によるコスト削減は、製造者(本社)が複数の自社工場で製造する場合に達( )
成できるものであるが、現状、１つの自社工場で製造している場合も製造所固有記号が
利用されている。

• 同様に、販売者が１つの委託先他社工場で製造している場合も製造所固有記号が利用
されている。

見直し（案）見直し（案）

• 原則として、２以上の工場で製造する商品のみ製造所固有記号を利用することができる原則として、 以 の 場で製造する商品のみ製造所固有記号を利用する とができる
ものとする。

ただし、当該商品の商品サイクルの中で、複数の工場で製造することが計画されている
場合には、製造所固有記号を使用することができるものとする（この場合、届出書に製造
計画書を添付させること等を検討）。
※ 酒類については、「酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律」との調整が必要

（見直し例）

製造者
Ａ社

製造所
自社工場Ｂ

固有記号 Ｄ

食品あ

製造者
Ａ社

（本社）

製造所
自社工場Ｂ

固有記号 Ｄ

見直

Ａ社
（本社）

製造所
自社工場Ｃ

固有記号 Ｅ

食品あ

食品あ

自社工場に「食品あ」
を製造させる

（本社）
食品あ

自社工場に「食品あ」
を製造させる
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製造所固有記号制度の見直し（案）②

２ 問合せに対する応答義務

第７回加工食品の表示に関する調査会（資料１）11頁より

問 す 務

現状と問題点現状と問題点

• 製造所固有記号は、製造所の所在地及び製造者の氏名に代えて表示するものであり、
本来、消費者から問合せがあれば回答すべきものであるが、現状、Ｑ＆Ａによる指
導にとどめている。

見直し（案）見直し（案）

• 応答義務
製造所固有記号を利用する場合は、消費者からの問合せに応答する義務を課すも
のとする。

応答義務としては、

（１）電話等による問合せに回答
（２）自社のHP等に製造所固有記号が表す製造所等の情報を掲載（２）自社のHP等に製造所固有記号が表す製造所等の情報を掲載
（３）製品に当該製品の製造を行っている全ての製造所等の情報を記載

これらのいずれかにより対応することとし、必要に応じて、電話番号やURL等の表
示を併せて義務付ける。
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製造所固有記号制度の見直し（案）③

３ 現行データベースの欠陥の是正

第７回加工食品の表示に関する調査会（資料１）12頁より

現状と問題点現状と問題点

• 現行のデータベースでは、固有記号の利用開始時に届出を必要とするのみでその固
有記号に有効期間がないため、届出後の事情により利用されなくなった固有記号が
有効なものとして登録されている。

見直し（案）見直し（案）

• 新データベースでは、利用開始時の届出に加え、変更及び廃止についても届出を新デ タ では、利用開始時の届出 加え、変更及び廃 ても届出を
義務付けるとともに、固有記号に有効期間を設定し、事業者が引き続きこれを利
用する場合には更新の届出を必要とするものとする。

• 新データベースへの移行を図るため 現行の固有記号は 一定期間経過後に全て• 新データベースへの移行を図るため、現行の固有記号は、一定期間経過後に全て
廃止する。
※現在、固有記号を利用している事業者が、引き続き固有記号を利用する場合には、新制
度に基づく届出が必要度 基 く届出 必要

※新制度に基づく固有記号であることが明示的に区分できる文字列となるよう、例えば、
文字列の最初に「＠」表示を義務付ける。

• 新データベースの解放（消費者の検索利用）及び事業者の電子申請手続について、新デ タ スの解放（消費者の検索利用）及び事業者の電子申請手続について、
今後、検討する。

 
17



製造所固有記号制度の見直し（案）④

４ 制度変更に伴う事業者の届出

第７回加工食品の表示に関する調査会（資料１）13頁より

度変更

現状と問題点現状と問題点

現行制度では、変更・廃止の届出が必要ないことから、既に利用が廃止された固
有記号が形式的に有効なものとして取り扱われている。

見直し（案）見直し（案）見直し（案）見直し（案）

(再掲)
• 前記３のとおり 利用開始時の届出に加え 変更及び廃止についても届出を義務• 前記３のとおり、利用開始時の届出に加え、変更及び廃止についても届出を義務
付けるとともに、固有記号に有効期間を設定し、事業者が引き続きこれを利用す
る場合には更新の届出を必要とするものとする。
※現在 固有記号を利用している事業者が 引き続き固有記号を利用する場合には 新制※現在、固有記号を利用している事業者が、引き続き固有記号を利用する場合には、新制
度に基づく届出が必要

※新制度に基づく固有記号であることが明示的に区分できる文字列となるよう、例えば、
文字列の最初に「＠」表示を義務付ける。
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製造所固有記号制度の見直し（案）⑤

５ 「製造」と「加工」の定義の変更に伴う対応

第７回加工食品の表示に関する調査会（資料１）14頁より

現状と問題点現状と問題点

• 例えば、バルクで仕入れたうなぎの蒲焼きを工場内で消費者向けにパック詰めし
た場合は、現行の食品衛生法では「製造」と整理していたが、新たなものを作り
出していないため、食品表示基準では「製造」には当たらないこととなる。その
一方で、一定の作為は加えていることから、「加工（調整及び選別を含む。）」
と、第２回の加工食品調査会において整理することとされたところである。

（例）食肉製品をスライスし パ ク詰め（小分けしてパ ク詰め） 添加物の小分け等（例）食肉製品をスライスし、パック詰め（小分けしてパック詰め）、添加物の小分け等

このため、これまで製造所固有記号を使用していた事業者が使用できなくなる。

対応（案）対応（案）

• 「製造」と「加工」の定義の変更に伴い「加工」に整理される事業者であっても、
一度製造された食品を小分け等を行う事業者に限っては、引き続き、製造所固有
記号を使用できるものとする。
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